
   

 - 1 - 

第２次袖ケ浦市協働のまちづくり推進計画（案）に係るパブリックコメントの実施結果 

   

１ 意見募集の概要 

 (1) 意見の募集期間  令和６年１月２２日（月）～令和６年２月２１日（水） 

 (2) 提出者・意見数  １人、３件 

 (3) 意見の分類と市の対応状況 

対   応   区   分 件 数 

Ａ 意見を反映し、素案を修正したもの  ０件 

Ｂ 意見の趣旨・考え方が既に素案に盛り込まれているもの  １件 

Ｃ 意見を反映しないで、素案どおりとしたもの  １件 

Ｄ その他の意見、素案とは直接関係ないもの、今後の参考とするもの等  １件 

 

２ 意見の概要と市の考え方 
整
理
番
号 

ページ 意 見 の 概 要 
対応 

区分 
意見に対する市の考え方 

１ 

P9 第２次計画での実績は 64.6％（H30）→56.7％（R5）の結

果となっています。（R5での目標値は 65％） 

この結果となった要因は明確になっているのでしょうか？

コロナ禍だけが要因ではないと思いますが？ 

また R5 年度の目標値 65％はどのような思いで設定された

のでしょうか？ 

Ｄ 市全体における自治会加入率が減少している要因といたし

ましては、主に袖ケ浦駅海側において整備された住宅地や蔵

波中学校周辺の市街化調整区域の住宅地において人口増加と

なっているものの、これらの地区で自治会が未設立又は既存

の自治会に加入していない世帯が増加していることによるも

のと考えております。 

「自治会への加入率」の目標値については、第１次計画策

定時において袖ケ浦駅海側において整備された住宅地等への

人口増加が想定されたため、新たに転入された方々が自治会

へ加入することを見込み、自治会加入率が向上することを考

え、設定したものです。 
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整
理
番
号 

ページ 意 見 の 概 要 
対応 

区分 
意見に対する市の考え方 

２ 

P24 同様に２次計画での目標値設定（56.7％→66％）に関して

はどのような思いで設定されたのでしょうか？（66％は第一

次計画時の現状値に戻すということならば目標設定が低いの

では？もっと高く設定した方が取り組み姿勢が変わってくる

と思います。 

Ｃ 市では、自治会への加入について「自治会運営マニュア

ル」や「加入促進チラシ」等により、自治会とも連携し自治

会への加入促進に関する取組を行っているところです。その

他、自治会が未設立の地区である袖ケ浦駅海側において整備

された住宅地において、地域住民が自治会設立に向けて行っ

ている取組の支援を行っているほか、蔵波中学校周辺の市街

化調整区域の住宅地においては、地域コミュニティに関する

アンケート調査を実施し、自治会に関する考えや動きを確認

しています。 

しかしながら、自治会への加入については市民の個々の意

向が尊重されることや市民のライフスタイルの変化等から、

新たな自治会の設立や既存の自治会への加入者を増加させる

ことについては時間を要しており、自治会加入率の急激な増

加を見込むことが難しい状況であるため、市のみならず、市

自治連絡協議会とも連携し、自治会の必要性等を今後も周知

するなどの取組を進めることにより、徐々に自治会加入率が

向上することを見込み、設定したものです。 

３ 

P40 

 

 

 

 

 

 

P49 

（５）地域コミュニティ活動への支援 

① 地域コミュニティ活動への補助等 

② 地域コミュニティ活動への協力等 

③ 相談機能等の充実 

補助、協力、相談であり市の取り組み姿勢は受身に見えま

す。市も自治会の中に入り込み、課題に対して一緒になって

取り組み、協働していく必要があると思います。 

従って、 

④協働による事業の実施 の項目の中に「自治会加入率減

少」の課題を追加。 

Ｂ 自治会には市の事業に協力いただくなど、様々な活動に連

携して取り組んでおりますが、自治会は地域の方々が自主的

に運営されている任意の団体であることから、各自治会での

取組や運営方法などについては、各自治会の考えや意見が尊

重されるものと考えております。 

そのため、市といたしましては自治会の自主的な運営が円

滑に行われるよう、必要な情報の提供をはじめ、補助金の交

付や事業協力、相談や要望等の対応といった支援を行ってお

ります。 

また、市自治連絡協議会と共同で「自治会運営マニュア
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整
理
番
号 

ページ 意 見 の 概 要 
対応 

区分 
意見に対する市の考え方 

自治会加入率減少という課題に対して市との連携、協力や

市が主導して取り組むものはないのですか？自治会会員減少

の要因を把握し、その対応策を取っていく必要があり、各自

治会に共通した課題であると思います。 

第１次の活動事例の中で、自治会×市の協働【事例④】自

治会加入促進事業（令和５年度 協働事業提案制度採択事

業）【昭和地区自治連絡会】の活動事例が掲載されていまし

た。 

出発点としては非常に良い取り組みであったと思います。

今後どのように自治会加入促進を進めていくかが重要である

と考えますが今後の取り組みが見えませんので市とタイアッ

プして具体的な取り組みを検討し協働の姿で実践し、良好事

例を他自治会へ展開して頂けたらと思います。これは協働事

業提案制度の活用に該当するかもしれませんが第１次計画か

ら上がっている課題であるので第１次計画での反省点を踏ま

え詳細な計画を立案し、協働で推進し目標値を達成していく

取り組みが必要であり自治会加入率減少という課題の推進を

協働の推進項目の中に取り込んで頂けたらと思います。現計

画の活動への補助、協力、相談だけの取り組みで成果指標自

治会加入率 66％は達成できるでしょうか？ 

ル」や「加入促進チラシ」等を作成しており、これらも活用

のうえ各自治会での加入促進などに取り組んでいただいてい

るほか、昭和地区自治連絡会においては市との協働事業とし

て自治会加入率向上のための研修会を企画・開催し、課題や

対応についての共有を図ったところです。 

自治会加入率の減少については、第２次計画（案）１８ペ

ージ「（２）地縁団体における現状と課題」のとおり、市と

しても取り組む必要がある課題と捉えており、同計画（案）

４２ページ「②地域コミュニティ活動への協力等」のうち、

No.46「自治会運営への支援」において、役員等の負担軽減

や効率的な自治会運営の検討とともに自治会への理解と加入

促進を位置づけております。 

 


